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要   旨： 
 本論文の目的は、学校教育と不平等の日本的特徴を明らかにすることである。出身家庭の社会
経済的な地位が、教育達成を媒介して職業的な地位達成に結びつくことが、今まで多くの社会におい
て明らかにされてきた。しかし、学校教育が不平等を媒介する具体的なメカニズムは、それぞれの社
会における選抜や配分のあり方によって大きく異なると考えられる。日本の後期中等教育段階におけ
る学校教育は、出身階層に基づく学業達成の不平等を媒介する上で、いかなる特徴をもつのか。また、
他国との比較において、その特徴とはいかなる点に求められるのか。本論文では、国際学力調査デー
タを用いて、これらの点に着目しながら、学校教育と不平等の日本的特徴を実証的に明らかにしてい
く。 

 今まで、教育と不平等の日本的特徴を国際比較によって明らかにしようとした研究には、2つ
の不十分な点があった。それは、比較対象とする国がアメリカやイギリスなどの一部の国に限定
されていた点と、分析に用いられるデータの一般性や信頼性が低かったことである。先行研究が
抱えているこれらの問題点を解決するためには、比較対象とする国の教育制度の多様性を考慮す
ることと、綿密な分析に耐えうる精度の高いミクロデータを用いて分析をおこなうことが必要と
なる。 
 近年教育に関する国際比較研究をとりまく環境は、近年急速に変化しつつある。国際教育到達
度評価学会（IEA）のTrends in International Mathematics and Science Study（TIMSS）や
経済協力機構（OECD）のProgramme for International Student Assessment（PISA）など、
精度の高い大規模な国際学力調査が定期的におこなわれるようになり、他国の教育事情に関する
データベースも充実してきている。このような状況の変化は、上にあげた先行研究の弱点を補強
し、より実質的な国際比較研究をおこなうための条件を整えたといえる。また、近年欧米圏では、
学校教育制度の違いを加味した国際比較研究が広くおこなわれるようになってきている。 
 国際比較研究をとりまく以上の状況の変化を踏まえ、本論文では、上にあげた国際学力調査や
データベースを用いて、欧米圏の教育制度の多様性を考慮に入れながら、国際比較分析をおこな
う。日本の学校教育における不平等の実態は、全国レベルのデータを用いた分析によってどのよ
うに描かれるのか。また、その日本的特徴とは、他国と比較した場合にいかなる点に求められる
のか。これらの点について、社会階層と学校トラックの関連を中心に実証的に検討していくこと
で、学校教育と不平等の日本的特徴の一側面を明らかにすることが本論文の課題である。 
 本論文は、第Ⅰ部と第Ⅱ部の二部構成となっている。第Ⅰ部の検討課題は、日本における学校
と不平等の実態を実証的に明らかにすることである。日本の学校と不平等の実態についての先行
研究には、①全国規模のデータによる実証がなされておらず、②知見が高校段階に限定されていると
いう問題点がある。そこで第Ⅰ部では、上に述べた国際比較学力調査である TIMSSと PISAを用い
て、小学 4年生、中学 2年生、高校 1年生における学力と社会階層の関連構造を、階層線形モデルを
用いて明らかにする。まず 1 章では、戦後日本の小中学校および高校における学校と不平等に関
する研究をレビューした後、分析課題と方法が提示される。それに基づき、2章では TIMSSを
用いて小・中学校段階の、3章ではPISAを用いて高校段階の、学校と不平等の全国レベルでの
実態が検討される。日本の先行研究と関連付けながら、日本の社会階層と学校トラックの関連実態を



明らかにすることで、海外の研究との接続可能性を担保することが、第Ⅰ部の目的である。 

 第Ⅱ部の検討課題は、第Ⅰ部で明らかになった日本の学校教育と不平等の実態を、PISA デー
タを用いて他国と比較することによって、その日本的特徴を明らかにすることである。4章では、
ドイツとアメリカを中心とした欧米の国ぐにと日本の学校体系の違いを整理する。5 章では、
PISA データを用いて、学力と社会階層を教育制度が媒介するパターンに関する 22 カ国を対象
とした国際比較分析をおこなう。続く 6章では、生徒の将来についての主観的なイメージが、日・
独・米の学校と職業の接続のあり方に応じて、どのように教育制度によって媒介されているかを
検討する。欧米圏の教育制度の多様性を日本との対比で大きく整理し、学力や将来イメージと出
身階層との関連が、教育制度によって媒介されるパターンを他国と比較するが、第Ⅱ部の目的で
ある。以上の考察結果をもとに、最後に終章では、本論文で明らかにされた日本における学校と
不平等の全国レベルでの関連構造の実態と、他国と比較した場合のその日本的特徴を整理し、残
された課題を述べる。 
 各章で得られた知見は以下の通りである。第Ⅰ部では、日本の学校と不平等の研究をレビュー
し、小・中・高段階における、学校（トラック）と社会階層の関連構造の実態を、全国レベルの
データによって明らかにした。2章と 3章の分析からは、小・中学校では学力の学校間格差が約
5％、16％と比較的小さいが、高校段階では入学試験による振り分けによって、50％以上に拡大
していることが明らかになった。学校と不平等の制度的媒介という観点からは、高校段階におけ
る学校トラックが、学力や将来の進学期待の違いと社会階層の関連のほとんどの部分を媒介して
いることが明らかにされた。やはり、従来いわれてきたとおり、高校入学段階において、出身階
層による不平等は、高校受験によって、学校間の違いに大きく変換されているのである。 
 第Ⅱ部では、欧米内の制度的多様性を考慮に入れた上で、日本の学校トラックが不平等を媒介
するあり方の特徴について検討した。5章では、Dupriezら（2008）の類型に新たに日本と韓国
を加えて比較をおこなった。分析結果から、日本と韓国を含む受験競争型の教育制度類型の国で
は、ドイツなどのように、早いうちから将来の職業に関連したトラックに分岐しないにもかかわ
らず、学力に対する出身階層の効果が、学校トラックによって強く媒介されていることが示され
た。6章では、進学期待と職業期待という 2つの将来イメージと学校トラックの関連を、ドイツ
とアメリカとの比較で分析した。欧米の先行研究で用いられてきた 3つの指標を用いると、日本
の高校は階層化されており、しかも国内での標準化の度合いが高いが、職業資格や技能との関連
が明確ではないという特徴をもつことが示され、その特徴と整合的な分析結果が得られた。 
 以上の分析結果から、学校教育と不平等の日本的特徴とは、いったいどのような点に求められ
るのか。その答えは、6章でとりあげた 3つの指標を用いることで明確となる。まず、日本の高
校段階は、ドイツのような分岐型の学校体系となっておらず、制度的にはどの学校に入っても高
等教育に対して開かれたままである。だが、そうであるにもかかわらず、3章や 5章で検討した
通り、学校トラックによる不平等の媒介の度合い、つまり学校トラック間の階層化の度合いが高
い。次に、標準化の度合いが高いことである。日本では、学力という単一の基準による手続きの
公平さが、加熱した受験競争を生みだしたとされる。このような学力の客観性への信頼は、教育
制度が国内で標準化されていなければ担保されない。3つ目に、学校と職業の結びつきが弱いこ
とである。日本では、学校と職業資格や技能との結びつきが弱いため、学校での位置は、将来の
職業イメージとは弱い結びつきしかもたないのである。以上の 3つの指標の組み合わせは、欧米
の国との比較における日本の学歴社会の独自の特徴を示している。この制度的特徴によって出身
階層による不平等が媒介されていることが、学校と不平等の日本的特徴であることが明らかにさ
れた。以上の結論を元に、最後に終章では、欧米のように階級文化と学校文化の親和性に基づい
た不平等の再生産過程を議論するのではなく、勉強時間に着目した日本的な再生産理論の可能性
を探っていくことや、東アジアの国ぐにとの制度的な共通点と相違点を検討していくことが、今
後の課題として提示された。 


